
 
 
 
 
 
 
 

 
                              
（目的） 

福島県林業研究センターにおける研究活動及び公的研究費の 

不正行為の防止及び対応に関する規程 

福島県林業研究センター 

令和３年 ３月１０日制定 

令和３年 ３月２９日改正 

令和６年 ３月１８日改正  

第１条 この規程は、福島県林業研究センター（以下、林研という。）の研究者が用いる公的

研究費について、文部科学省の「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドラ

イン（実施基準）（平成１９年２月１５日文部科学大臣決定。令和３年２月１日改正）」、及

び文部科学省の「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン（平成２

６年８月２６日文部科学大臣決定）」に基づき、研究活動の不正行為の防止に関する必

要な事項を定めることにより、公的研究費の適正な執行・管理のさらなる充実をはかる

ことを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この規程で「公的研究費」とは、対象を研究活動とし、福島県単独の事業費、国又は

地方公共団体が提供する補助事業費又は委託事業費、法人又は民間団体が提供する助

成事業費又は委託事業費、競争的研究費、もしくは科学研究費助成事業など、林研が

研究活動で扱う全ての資金をいう。 

２ この規程で「研究活動」とは、研究資金の如何を問わず、林研において行う研究活

動の全てをいう。 

３ この規程で「不正行為」とは、研究の立案、計画、実施、成果の取りまとめ及び公 

的研究費の使用における次に掲げる行為をいう。ただし、故意または重大な過失によ

り行われたものに限る。 

一 ねつ造：存在しないデータ、研究・実験結果等を作成すること。 

二 改ざん：研究資料・機器・過程を変更する操作を行い、研究活動によって得られたデ

ータを真正でないものに加工すること。 

三 盗用：他の研究者のアイデア、分析・解析方法、データ、研究結果、論文または用語

を当該研究者の了解または適切な表示なく流用すること。 

四 公的研究費の不正利用：実体を伴わない謝金・給料を支払わせること、架空の取引 

により代金を支払わせ業者の預け金として管理させること、実体を伴わない旅費を支

払わせることなど、法例及び関係規則・関係規程に違反する経費の使用を行うこと。 

五 その他：同じ研究成果の重複発表、論文著作者が適正に公表されない不適切なオー

サーシップ。 

 

（組織の責任体制） 

第３条 組織全体を統括し、競争的研究費等の運営・管理について最終責任を負う者（最高

管理責任者）を林研所長と定める。 

２ 最高管理責任者を補佐し、競争的研究費等の運営・管理について機関全体を統括する 



 

実質的な責任と権限を持つ者（統括管理責任者）を林研副所長と定める。 

３ 競争的研究費等の運営・管理について実質的な責任と権限を持つ者（コンプライアン 

ス推進責任者）を林研事務長と定める。 

 
（法令等の遵守） 

第４条 林研に所属する研究者は競争的研究費等による研究の遂行に当たり、関係法令等を 

遵守するものとする。 

 

（管理等の事務） 

第５条 競争的研究費等の経理管理等の事務は、林研事務部が所掌する。 

２ 物品の発注は、県財務規則等の規定に基づき、適正に処理するものとする。具体的 

には研究者が物品発注を起案し、林研事務部の職員が発注を行う。 

ただし、研究の円滑かつ効率的な遂行等の観点から、複数業者の見積もりを取ること

を原則として、発注金額が１０万円未満の場合に限り、決裁を受けた物品購入伺いを林

研事務部の職員に提出し、承認を受けた上で、研究者本人の発注を認める。この場合、

研究者本人が発注先選択の公平性や発注金額の適正性の説明責任等の会計上の責任が

帰属することを理解させた上で認める。 

３ 物品の検収は、県財務規則等の規定に基づき、適正に処理するものとする。具体的 

には業者が林研に持ち込んだ物品について、事務部、企画研修部、森林環境部、林産資

源部の職員（発注者と別の者）が、品名・数量等を確認後、納品書に検収印を押印し、

各部に納品させる。 

４ 出張に係る旅行命令、旅費の支出及び復命については、県旅費条例、県職員服務規 

程等の規定に基づき適正に処理するものとする。具体的には、研究者が庶務システム 

により旅行命令の申請を行い、林研所長が承認する。支払事務は、研究者が庶務システ

ムにより復命を行い、林研所長が決裁し、事務部の職員が予算確認を行い、林研事務長

が支払を承認する。なお、用務終了後には、復命書、領収書及び航空券半券等により、

事実確認を行う。 

５ 研究者からの依頼に基づいて事務部の職員が非常勤職員（会計年度任用職員）の任用

伺いの決裁を取る。非常勤職員（会計年度任用職員）の任免は林研が内申を行い農林水

産部農林総務課が任免し、服務及び報酬等の支給に関する事務については、事務部の職

員が行う。県会計年度任用職員任用等管理規程等の規定に基づき適正に処理するととも

に、林研所長は、作業終了後に業務日誌及び勤務報告等により、事実確認を行う。 

 

（内部監査） 

第６条 研究費の適正な管理のため､｢研究機関における公的研究費の管理･監査のガイド 

ライン(実施基準)｣を踏まえ､内部監査を行う。 

２ 内部監査を行う者は、林研所長が指名する事務長とする｡ 

３ 監査の対象は､前年度の契約実績の約１０％を抽出したものとし､会計書類の検査 

並びに購入物品使用状況に関する研究者からのヒアリングにより確認する｡ 

 
 
 



 

（コンプライアンス教育・啓発活動） 

第７条 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」を踏まえ、 

総括管理責任者はコンプライアンス教育・普及活動に関する実施計画を策定する。 

２ 実施計画に基づき、コンプライアンス推進責任者は競争的研究費等の運営・管理に

かかわる全ての構成員にコンプライアンス教育を行うとともに、不正根絶に向けた継

続的な啓発活動を実施する。 

３ 不正を行わないことなどを盛り込んだ誓約書（別紙様式）を提出させる。誓約書の

提出がない場合は、競争的研究費等の管理・運営に関わらせない。 

 

（研究データの取扱） 

第８条 論文や報告等、研究成果発表のもととなった実験ノート、数値データ、画像、試料 

及び装置等（以下「研究データ等」という。）は、後日の利用・検証に堪えるように適 

切な形で保存しなければならない。なお、保存に際しては、作成者、作成日時、属性 

等を整備し、検索等が可能となるようにしなければならない。 

２ 研究データ等のうち、実験ノート、数値データ、画像等、「資料」の保存期間は、原 

則として、当該論文等の発表後１０年間とする。 

３ 研究データ等のうち、試料（実験試料、標本）や装置等、「もの」の保存期間は原則 

として、当該論文等の発表後５年間とする。ただし、保存・保管が本質的に困難なも

のや保存に多大なコストがかかるものについてはこの限りでない。 

４ 研究者は、不正行為の疑惑が生じ、不正調査委員会から研究データ等の開示を求めら

れた場合、これを開示しなければならない。 

 
 

（不正に関する告発等窓口） 

第９条 不正行為に関する告発等（機関内外からの不正の疑いの指摘や本人からの申出など） 

の受付窓口を企画研修部に置く。 

２ 告発等窓口に不正告発等担当者（以下「告発等担当者」）を置き、企画研修部長をもっ

て充てる。 

３ 告発等担当者は、告発等を受け付けた場合は、速やかに最高管理責任者に報告す

る。 

４ 最高管理責任者は、設置した告発等窓口について、その名称、連絡先、受付の方

法、 告発者の保護などを定め、内外に公表する。 

５ 最高管理責任者は、告発者、被告発者、告発内容及び調査内容について、調査結果 

の公表まで、告発者及び被告発者の意に反して調査関係者以外に漏洩しないよう、関係

者の秘密保持を徹底する。 

 

（不利益取扱いの禁止） 

第１０条 研究活動上の不正行為に関し受付窓口に告発等したことを理由として、当該告発者

に対し不利益な取扱いをしてはならない。ただし、告発等に関して、告発者に悪意が認

められる場合は、この限りではない。 

 



 

（調査の要否） 

第１１条 最高管理責任者は、告発等事案について、告発等の内容の合理性を確認し、告発等

の受付日から起算して３０日以内に調査の要否を判断するとともに、資金配分機関及び

事業を所管する関係省庁に調査の要否を報告する。このとき、報道や会計検査院等の外

部機関からの指摘による場合も同様の取扱いとする。 

 

（不正調査委員会） 

第１２条 競争的研究費等の不正について調査を行わせるため、不正調査委員会を置く。 

 ２ 不正調査委員会は、次の各号に掲げる者で組織する。 

一 事務長  

二 企画研修部長 

三 森林環境部長 

四 林産資源部長 

３ 不正調査委員会には、所外の有識者を委員に加え、委員のうち半数以上を所外の有 

識者とする。 

４ 前項の委員は、告発者及び被告発者と直接の利害関係等がない者とする。 

５ 不正調査委員会に委員長を置き、事務長をもって充てる。 

６ 告発者及び被告発者は、不正調査委員会の構成の公正性に疑義がある場合、不正調 

査委員会設置後７日以内に、不正調査委員会の委員について、異議申立てを行うこと 

ができる。 

 

（調査の実施） 

第１３条 不正調査委員会委員長は、調査の必要な場合は、不正調査委員会を開催し、速や 

かに調査を実施する。 

２ 不正調査委員会は、不正の有無、不正の内容、不正使用の相当額、不正に関与した 

者及びその関与の程度等について調査するものとする。 

３ 不正調査委員会は、調査の実施について、速やかに最高管理責任者へ報告する。 

４ 最高管理責任者は、調査の実施に際し、調査方針、調査対象及び方法等について、 

直ちに資金配分機関及び事業を所管する関係省庁に報告、協議する。 

５ 最高管理責任者は、調査決定後、必要に応じて、調査対象となっている者に対し、 

競争的研究費等の使用を一時停止するものとする。 

６ 不正調査委員会は、不正の有無、不正の内容、不正使用の相当額、不正に関与した 

者及びその関与の程度等について、告発等の受付日から起算して概ね１５０日以内に 

認定する。 

７ 不正調査委員会は、認定した調査結果について、速やかに最高管理責任者へ報告す

る。 

８ 最高管理責任者は、調査結果の報告を受けたら資金配分機関及び事業を所管する関 

係省庁に報告する。



 

（認定の方法） 

第１４条 不正調査委員会は告発者から説明を受けるとともに、調査によって得られた、

物的・科学的証拠、証言、被告発者の自認等の諸証拠を総合的に判断して、不正行

為か否かの認定を行うものとする。 

  ２  不正調査委員会は、被告発者の自認を唯一の証拠として不正行為を認定すること

はできない。 

  ３ 不正調査委員会は、被告発者の説明及びその他の証拠によって、不正行為である

ことの疑いを覆すことができない時は、不正行為と認定することができる。 
 

（不服申立て） 

第１５条 調査の結果、不正行為として認定された者は、最高管理責任者に対し、認定を受 

けた日の翌日から起算して２０日以内に不服申立てをすることができる。 

２ 不服申立ては，次に掲げる事項を明らかにした書面を提出することにより行うも

の とする。 

一 不服申立てをする者の氏名 

二 認定の内容 

三 再調査を必要とする科学的かつ合理的な理由 

３ 最高管理責任者は、不服申し立てを受けた場合は、資金配分機関及び事業を所管

する関係省庁に報告する。 

４ 不正調査委員会は、不服申立てを受けた場合は、当該不服申立てに係る認定につ

いての再調査を行うものとする。ただし、不正調査委員会委員長が公平性を確保す

るため必要又は新たに専門性を要する判断が必要と認めたときは、不正調査委員会

の委員に第三者を加えることができる。 

５ 不正調査委員会は、再調査の実施について、速やかに最高管理責任者へ報告する。 

６ 最高管理責任者は、再調査の実施について、不正調査委員会から報告を受けたら、 

資金配分機関及び事業を所管する関係省庁に報告する。 

７ 不正調査委員会が再調査を開始した場合は、不服申立てを受けた日から概ね５０

日以内に再調査を終了する。この場合において、不正調査委員会は、再調査の結果、

最初の認定を正当と認める場合は、これを確認するものとし、不当と認める場合は、

最初の認定を修正し又はこれに代えて新たな認定を行うものとする。 

８ 不正調査委員会は、再調査の結果を速やかに最高管理責任者に報告する。 

９ 最高管理責任者は、再調査の結果を資金配分機関及び事業を所管する関係省庁に

報告する。 

 

(申立者等の保護) 

第１６条 最高管理責任者は、申立てをしたことを理由として、申立者に対し不利益な取

扱いをしてはならない。 

 

(最終報告書の提出) 

第１７条 最高管理責任者は、告発等の受付日から起算して２１０日以内に、調査結果、



不正発生要因、不正に関与した者が関わる他の競争的研究費等における管理・監査

体制の状況及び再発防止計画等を含む最終報告書を資金配分機関及び事業を所管

する関係省庁に提出する。 

ただし、提出期限までに調査が完了しない場合であっても、調査の中間報告を資

金配分機関及び事業を所管する関係省庁に提出する。 

また、調査の過程であっても、不正の事実が一部でも確認された場合は、速やか

に認定し、資金配分機関及び事業を所管する関係省庁に報告する。 

２ 調査の終了前であっても、資金配分機関の求めがあった場合は、調査の進捗状況

及び調査の中間報告書を資金配分機関に提出しなければならない。 

３ 調査に支障がある等、正当な事由がある場合を除き、当該事案に係る資料の提出又 

は閲覧、現地調査に応じる。 

 

（調査結果の公表） 

第１８条 最高管理責任者は、調査の結果、不正を認定した場合は、速やかに調査結果を公 

表する。公表する内容は、発生年月日、不正を行ったと認定された者の性別、年齢、不

正の内容、公表までに行った措置の内容等を含むものとする。  

 

（不正等に対する措置） 

第１９条 最高管理責任者は、不正があったものと認定した場合で、研究環境の改善を行う 

ことが必要であると認めたときは、必要な措置を講じるものとする。 

 

（不正防止計画の策定・実施） 

第２０条 防止計画推進部署は、企画研修部とする。 

２ 企画研修部は、統括管理責任者とともに不正を発生させる要因に対応する不正防止

計画を策定・実施し、実施状況を確認する。 

３ 企画研修部は、事務長と連携し、内部監査結果を不正防止計画に反映させ実効性

のある内容にするとともに、不正発生要因に応じて随時見直しを行い、効率化・適

正化を図る。 

４ 最高管理責任者は、様々な啓発活動を定期的に行い、構成員の意識の向上と浸透

を図る。 

 

（相談窓口の設置） 

第２１条 競争的研究費等の使用に関するルール等について、機関内外からの相談を受け付

ける窓口を企画研修部に設置する。 

 

附 則 １．この規程は、令和３年３月１０日から施行する。 

２．この規定は、令和３年４月 １日から施行する。 

３．この規定は、令和６年３月１８日から施行する。 

 

 



別紙様式（規程第７条関係） 

 

誓 約 書 

 

福島県林業研究センター所長 様 

 

 

私は、自身が関与する競争的研究費等による研究課題の推進にあたり、コンプライアンス

教育を受講し又は関連する資料を受領し、内容を理解した上で、以下の事項を確認しました。 

 

１．福島県林業研究センターの定める関連規定等や競争的研究費等の配分機関の定めるル

ールを遵守すること 

２．競争的研究費等の不正使用や研究上の不正行為を行わないこと 

３．関連規定等に違反して、不正使用や不正行為を行った場合は、福島県や競争的研究費

等の配分機関による処分及び法的な責任を負担すること 

 

 

 

令和  年  月  日 

所属： 

職名： 

氏名（自署） 

 
 

 

 


